
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 宮崎県 諸塚村

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに

チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政

構造に弾力性があることを示している。
３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類

した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

●経常収支比率（合計）…平成１８年度に比較し、低い数値となったが、類似団体と比較するとやや高い数値と

なっている。

●人件費…数値はなだらかな右上がり傾向を示していたが、議員定数の削減（１２名⇒８名）により、若干ではある

が低い数値を示した。さらに、退職者数に対して採用を控えているので、決算額に占める割合も減少傾向にある。

また、類似団体と比較しても低い数値となっている。

●物件費…数値は増加傾向を示している。平成１８年度では決算額に対し５．７％（３億１千２百万円）であったもの

が、平成１９年度では７．３％（３億６百万円）となっているが、決算額そのものは減額となっている。数値の大幅な

増は、決算額の規模（平成１９年度４１億８千万円・平成１８年度５５億１千６百万円）の差によるものである。

●扶助費…数値は平成１８年度と同じ数値であるが、年々増加傾向を示している。平成１８年度決算額は８千１百

万円であったものが、平成１９年度では８千３百万円となっており、若干の増額となったが、類似団体と比較し低い

数値となっている。

●公債費以外…公債費以外の経常経費について、横ばいの数値となっているが、類似団体と比較するとやや低

い数値を示している。

●公債費…横ばいの数値となっているが、類似団体と比較して大きな数値となっている。林業を中心とする村であ

ることから、林内道路網の整備、木材加工施設、椎茸生産施設等の基盤整備に力を入れてきた結果、ピーク時に

は起債残高が５８億に膨らんだ時期があったが、平成１６年度の償還額７億６千１万円をピークに減少傾向となっ

ている。
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●補助費等…平成１８年度には、平成１６・１７年度の台風の大規模災害に伴い、個々の生産施設も災害にあった

ため、その復旧事業に対しての助成が集中し、大幅な数値の増加となったが、生産施設の災害復旧もひと段落し、

例年並みの数値となった。さらに、中心的な産業の基盤整備もひと段落してはいるが、個々の生産基盤の整備は

十分なものでなく、毎年の数値は類似団体と比較しても大きな数値となっている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 437,245 207,717 176,944 17.4
賃金（物件費） 13,532 6,429 12,023 ▲ 46.5
一部事務組合負担金（補助費等） 18,161 8,628 27,393 ▲ 68.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,238 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 7,805 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 22 183 10 538 4 398 139 6

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 宮崎県 諸塚村

人口1人当たり決算額
(円)
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事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 22,183 10,538 4,398 139.6
▲退職金 ▲ 35,000 ▲ 16,627 ▲ 18,283 ▲ 9.1
合計 456,121 216,685 212,519 2.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 26.60 19.82 6.78
ラスパイレス指数 89.0 92.5 ▲ 3.5
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

659,904 313,494 173,360 80.8

満期 括償還地方債の 年当たりの元金償還金に相当するもの
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満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 46,476 22,079 30,472 ▲ 27.5
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

27,654 13,137 9,021 45.6

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

25,448 12,089 5,681 112.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 127 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 494,323 ▲ 234,833 ▲ 141,001 66.5

合計 265,159 125,966 77,660 62.2
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,077,007 458,301 ▲ 33.0 307,211 ▲ 9.8 ▲ 23.2

うち単独分 714,616 304,092 ▲ 28.3 154,477 ▲ 7.3 ▲ 21.0

当該団体決算額
（千円）
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歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 宮崎県 諸塚村

1,476,244 639,620 39.6 233,255 ▲ 24.1 63.7

うち単独分 931,811 403,731 32.8 96,550 ▲ 37.5 70.3

834,033 365,644 ▲ 42.8 172,020 ▲ 26.3 ▲ 16.5

うち単独分 687,752 301,513 ▲ 25.3 77,280 ▲ 20.0 ▲ 5.3

960,552 435,624 19.1 155,309 ▲ 9.7 28.8

うち単独分 607,259 275,401 ▲ 8.7 69,293 ▲ 10.3 1.6

1,186,604 563,707 29.4 161,387 3.9 25.5

うち単独分 578,565 274,853 ▲ 0.2 66,794 ▲ 3.6 3.4

過去５年間平均 1,106,888 492,579 2.5 205,836 ▲ 13.2 15.7

うち単独分 704,001 311,918 ▲ 5.9 92,879 ▲ 15.7 9.8
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